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株主のみなさまへ

72億8千0百万円（前年同期比5.4%増）

　株主の皆様には、平素から格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　当社グループの2017年度中間期の状況につきましてご報告申し上げます。
　当中間期の我が国経済は緩やかな回復基調のなかで、政府の経済・金融政策に
よる企業収益や雇用情勢の改善が続きました。
　建設業界におきましては、民間設備投資に持ち直しの動きが見られましたものの
受注競争が激化するなど、引き続き厳しい環境で推移しました。
　このような景況下、当社グループは本年度より2020年度までの4年間の新中期
経営計画をスタートさせ、強い事業基盤の確立、更なる生産性向上、労働環境の改
善と従業員の満足度向上を図るべく、事業活動を展開しております。その結果、当中
間期における当社グループの連結業績につきましては、下表のとおりとなりました。
　また、中間配当金につきましては、1株につき13円とし、11月30日からお支払い
することといたしました。
　今後につきましては、雇用・所得環境の改善により、景気は緩やかな回復基調が
続くことが期待されますが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響が
懸念されます。
　建設業界では、首都圏での再開発・インフラ再整備等の事業が期待されますが、
技能労働者の不足による建築工程の遅延や労務費の上昇など、引き続き採算の悪
化に注意が必要です。
　こうした状況のなかで、当社グループは電力インフラ事業への貢献や地域に密
着した事業活動を継続する一方、首都圏における事業展開の更なる強化や長期的
視野に立った海外事業を展開し、お客様のニーズに応じて高い技術と技能で安全
と安心と快適をお届けしながら、社会へ貢献してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも深いご理解をいただき、ご支援賜ります
ようお願い申し上げます。

［連結業績］ （2017年4月1日～2017年9月30日）

前田 幸一取締役社長

親会社株主に帰属
する四半期純利益

111億5千9百万円（前年同期比3.9%増）
101億2千8百万円（前年同期比2.3%減）

2,114億1千1百万円（前年同期比5.1%増）

利益確保の経営方針を継続し、
総合力を発揮して営業活動を展開。

経　常　利　益

営　業　利　益

売　　上　　高

証券コード ： 1944

2017年4月1日～2017年9月30日まで
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連結決算ハイライト（財務諸表）

中間期 通期
（単位：億円）
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（2014年度は当期純利益を表示しています。）

101

［ 連結貸借対照表 ］

［ 完成工事高 ］

中間期 通期
（単位：億円）［ 経常利益 ］

中間期 通期
（単位：億円）

（単位：百万円）（単位：百万円）

［ 営業利益 ］

中間期 通期
（単位：億円）［ 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 ］

［ 連結損益計算書 ］
科　目

資産の部

流動資産

固定資産

資産合計

負債の部

流動負債

固定負債

負債合計

純資産の部

純資産合計

負債純資産合計

（注）親会社株主に帰属する四半期純利益は、当中間期の純利益を表示しています。

連結決算ハイライト（業績の推移）

前連結会計年度
（2017.3.31）

当第2四半期連結会計期間
（2017.9.30）

347,820

222,216

570,037

136,011

34,796

170,808

399,228

570,037

108,041

37,088

145,130

408,558

553,688

323,001

230,687

553,688

科　目

完成工事高

完成工事原価

完成工事総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前四半期純利益

法人税等

四半期純利益

非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

親会社株主に帰属する四半期純利益

前第2四半期連結累計期間
（2016.4.1～9.30）

当第2四半期連結累計期間
（2017.4.1～9.30）

201,242

167,981

33,261

22,894

10,367

1,311

938

10,740

11

170

10,581

3,764

6,817

△87

6,904

211,411

176,734

34,677

24,549

10,128

1,364

333

11,159

6

11

11,154

3,916

7,237

△42

7,280

1,996

4,679

2,053 2,012

4,753 4,725
4,770
（予想）

263

293

86

［ 連結キャッシュ・フロー計算書 ］ （単位：百万円）

科　目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

前第2四半期連結累計期間
（2016.4.1～9.30）

当第2四半期連結累計期間
（2017.4.1～9.30）

18,107

△5,112

△3,814

9,064

△4,034

△3,953

（予想）
340

380 360
（予想） 240

（予想）

72

236



売上高合計

1,871
億円

（中間期）

工事種別売上高（個別）

TOPICS

ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ ２０１７製品コンクールに参加した
「ケーブル配線用延線ロープ布設装置」が国土交通大臣賞を受賞

　5月１７日から１９日にかけて東京ビッグサイトで開催された「ＪＥＣＡ ＦＡＩＲ 

２０１７～第６５回電設工業展～製品コンクール」において、当社の「ケーブル

配線用延線ロープ布設装置」が、作業員の安全性の確保および生産性の向

上に貢献する製品として高く評価され、国土交通大臣賞を受賞しました。 

　表彰式は、７月４日、東京都内のホテルで開催され、当社関係者が表彰状と

盾を受け取りました。 

延線ロープ布設作業の安全性と作業効率を向上
「ケーブル配線用延線ロープ布設装置」を開発
　当社は、ケーブル配線時に使用する延線ロープを安全かつ効率的に布設する「ケーブル配線

用延線ロープ布設装置」を開発しました。この装置を用いることで従来の延線ロープ布設方法

に比べて、高所作業回数が10分の1に、また作業時間が4分の1になり、延線ロープ布設作業時

の安全性と作業効率が向上します。

情報通信工事 8.7％

162億円（前年同期比3.4％減）
ＦＴＴＨ、携帯電話、LANなどの通信設備工事
売上高
受 注 高 212億円（前年同期比9.7％増）

404

2016中間 2017

［売上高（億円）］

2017中間2016

500
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0

構
成
比

（年度）

一般電気工事 64.2％構
成
比

1,201億円（前年同期比7.8％増）
事務所ビル、工場などの電気設備工事
売上高
受 注 高 1,596億円（前年同期比7.9％増）

1,114

2,604

1,201

2016中間 2017

［売上高（億円）］

2017中間2016

3,000

2,000

1,000

0
（年度）

266

配電工事 14.2％構
成
比

266億円（前年同期比4.8％増）
関西電力の配電線工事など
売上高
受 注 高 275億円（前年同期比1.4％増）

254

2016中間 2017

［売上高（億円）］

2017中間2016

600
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0
（年度）

295
（予想）

電力その他工事 5.3％構
成
比

98億円（前年同期比13.0％減）
送電工事、発・変電所工事（再生可能エネルギーを含む）
売上高
受 注 高 171億円（前年同期比34.2％増）
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226

98

2016中間 2017

［売上高（億円）］

2017中間2016
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環境関連工事 7.6％構
成
比

141億円（前年同期比7.5％増）
商業・娯楽施設、保健・医療施設などの空調・衛生工事
売上高
受 注 高 143億円（前年同期比9.3％減）
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2016中間 2017

［売上高（億円）］

2017中間2016
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株式会社  き　ん　で　ん
 ＫＩＮＤＥＮ  ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ
昭和１９年８月２６日
２６４億１,１４８万７,０１８円
7,496名

大阪市北区本庄東２丁目３番４１号
東京都千代田区九段南２丁目１番２１号
国　際　 中　央　 京　都　 神　戸
姫　路　 奈　良　 和歌山 　滋　賀
大　阪　 東　京　 中　部　 中　国
九　州　 北海道　 東　北　 四　国
横　浜

102か所
シンガポール、グアム、ヤンゴン、
サイパン、ドバイ
京都研究所（京都府木津川市）
きんでん学園（兵庫県西宮市）
人材開発センター（千葉県印西市）

商 号
英 文 名
設 立 年 月 日
資 本 金
従 業 員 数

主 な 事 業 所
 本   店
 東 京 本 社
 支  店

 支  社

 営 業 所
 海外事務所

 研 究 所
 研 修 施 設

株主メモ

役　員

毎年3月31日
毎年6月
定時株主総会 毎年3月31日
期末配当金 毎年3月31日
中間配当金 毎年9月30日
１００株
電子公告
（公告掲載URL）http://www.kinden.co.jp/
三菱UFJ信託銀行株式会社（特別口座の口座管理機関）
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒５４１-８５０２
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電　話　０１２０-０９４-７７７（通話料無料）

決 算 期 日
定時株主総会
基 準 日

単 元 株 式 数
公 告 方 法

株主名簿管理人
同 連 絡 先

同インターネット
ホー ム ペ ージ

生 駒 昌 夫取締役会長

前 田 幸 一取締役社長

川 口 充 功取締役副社長

浦 島 澄 男取締役副社長

※

※

※

※

石 田 貢 滋取 締 役
専務執行役員

大 西 良 雄取 締 役
専務執行役員

森 本 正 岳取 締 役
専務執行役員

小 林 賢 治取 締 役
常務執行役員

谷 垣 宜 弘取 締 役
常務執行役員

吉 田 治 典取 締 役

鳥 山 半 六取 締 役

水 本 昌 孝常任監査役
（ 常 勤 ）

和 田 　 馨常任監査役
（ 常 勤 ）

佐 竹 育 造監　査　役
（ 常 勤 ）

豊 松 秀 己監　査　役

八 嶋 康 博監　査　役

網 﨑 雅 也取 締 役
常務執行役員

林 　 弘 之取 締 役
常務執行役員

［ ご注意 ］

１．証券会社に口座をお持ちの株主様は、株式に関するお手続
　きにつきましては、口座を開設された証券会社にお問い合わ
　せください。
2.特別口座に記録された株式に関する住所変更、単元未満株
　式の買取・買増請求などのお手続きにつきましては、三菱
　UFJ信託銀行株式会社までお問い合わせください。
3.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行株式会社
　の全国本支店でお支払いいたします。

特別口座は証券会社の口座とは異なり、株式を売買することは
できません。売買等のお取引を希望される株主様は、証券会社
に口座を開設いただき、特別口座から証券会社の口座に株式
の振替請求をしてくださいますようお願いいたします。

特別口座に記録された株式をお持ちの株主様へ

会社概要

（注）※は代表取締役であります。

600,000,000株
218,141,080株
（うち自己株式数 1,184,418株）
8,940名

発行可能株式総数
発行済株式の総数

株 主 数

大　株　主

株式の状況

（注）持株比率は自己株式数を控除して計算しております。

関西電力株式会社 58,905 27.2

関電不動産開発株式会社 14,507 6.7

きんでん従業員持株会 8,744 4.0

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 8,201 3.8

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,751 3.1

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE
SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS
INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST

5,094 2.3

STATE STREET BANK AND
TRUST COMPANY 505001 2,784 1.3

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡＹ 3,782 1.7

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE U.S.
TAX EXEMPTED PENSION FUNDS 3,044 1.4

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 2,813 1.3

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（%）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

http://www.tr.mufg.jp/daikou/


